
２  事業所数 
事業所数は，前年より 16 事業所（前年比 2.9％）減少し，536 事業所となった。   

(1)  産業別事業所数 

図２  事業所数の産業別構成
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産業別に事業所数をみると，最も多い

のが食料品製造業で構成比 19.6％（105

事業所）を占め，以下，金属製品製造業

が 15.7％（84 事業所），家具・装備品

製造業 12.5％（67 事業所），印刷・同

関連産業 11.8％（63 事業所），木材・

木製品製造業が 8.8％（47 事業所）であ

り，この上位 5 産業で全産業の約 3 分の

2 を占めている。上位 3 産業で，前年と

比較すると，食料品製造業が 9 事業所

（前年比 7.9％）の減少，金属製品製造

業が 3 事業所（前年比 3.4％）の減少，

家具・装備品製造業が 2 事業所（前年比

3.1％）の増加となっている。 

表２ 産業別事業所数 
単位：事業所

産    業 平成 14 年(2002 年) 平成 15 年(2003 年) 増減率 寄与率

（中分類） 実数 構成比(%) 実数 構成比(%) （％） （％） 

      総     数 552 100.0 536 100.0 △ 2.9 100.0

09 食料品製造業 114 20.7 105 19.6 △ 7.9 56.3

10 飲料・たばこ・飼料製造業 9 1.6 8 1.5 △11.1 6.3

11 繊維工業 2 0.4 2 0.4 0.0 0.0

12 衣服・その他の繊維製品製造業 32 5.8 26 4.9 △18.8 37.5

13 木材・木製品製造業 46 8.3 47 8.8 2.2 △ 6.3

14 家具・装備品製造業 65 11.8 67 12.5 3.1 △12.5

15 パルプ・紙・紙加工品製造業 14 2.5 13 2.4 △ 7.1 6.3

16 印刷・同関連産業 59 10.7 63 11.8 6.8 △25.0

17 化学工業 5 0.9 5 0.9 0.0 0.0

18 石油製品・石炭製品製造業 1 0.2 1 0.2 0.0 0.0

19 プラスチック製品製造業 9 1.6 10 1.9 11.1 △ 6.3

22 窯業・土石製品製造業 25 4.5 21 3.9 △16.0 25.0

23 鉄鋼業 5 0.9 5 0.9 0.0 0.0

24 非鉄金属製造業 1 0.2 1 0.2 0.0 0.0

25 金属製品製造業 87 15.8 84 15.7 △ 3.4 18.8

26 一般機械器具製造業 36 6.5 35 6.5 △ 2.8 6.3

27 電気機械器具製造業 9 1.6 8 1.5 △11.1 6.3

28 情報通信機械器具製造業 1 0.2 1 0.2 0.0 0.0

29 電子部品・デバイス製造業 2 0.4 1 0.2 △50.0 6.3

30 輸送用機械器具製造業 6 1.1 5 0.9 △16.7 6.3

31 精密機械器具製造業 2 0.4 2 0.4 0.0 0.0

32 その他の製造業 22 4.0 26 4.9 18.2 △25.0

基礎素材型産業 193 35.0 187 34.9 △ 3.1 37.5

加工組立型産業 56 10.1 52 9.7 △ 7.1 25.0

生活関連型産業 303 54.9 297 55.4 △ 2.0 37.5
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(2) 地区別事業所数 

地区別に事業所数をみると，永山地区が 120 事業所（構成比 22.4％）で最も多く，次に

東旭川地区が 92 事業所(同 17.2％)，東地区が 83 事業所（同 15.5％）などとなっており，

この 3 地区合計で全市の 5 割以上を占めている。 

図３  地区別事業所数
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     前年と比較すると，大成，新旭川，神居，東旭川，東鷹栖の各地区で事業所が増加した

ほかは，同数もしくは減少となっている。 
 

 (3) 従業者規模別事業所数 

従業者規模別に事業所数をみると，最も多いのが 4～9 人規模で 48.3％（259 事業所）

を占め，以下 10～19 人規模が 26.3％（141 事業所），20～29 人規模が 12.5％（67 事業

所）などと続き，4～29 人の小規模事業所が 8 割以上を占め，30 人以上規模は 12.9％（69

事業所）となっている。 

 

 図４  事業所数の従業者規模別構成
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前年と比較すると，4～9 人規模で 5 事業所（前年比 2.0％）増加,300 人以上規模で 2 事

業所（同 66.7％）増加したほかは，減少となっている。 
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表３ 地区別事業所数 

単位：事業所

平成 14 年(2002 年) 平成 15 年(2003 年) 増減率 寄与率 
地区名 

実数 構成比(%) 実数 構成比(%) （％） （％） 

総    数 552 100.0 536 100.0 △ 2.9 100.0

西 21 3.8 19 3.5 △ 9.5 12.5

中  央 13 2.4 13 2.4 0.0 0.0

大  成 17 3.1 18 3.4 5.9 △ 6.3

東 88 15.9 83 15.5 △ 5.7 31.3

新旭川 41 7.4 43 8.0 4.9 △12.5

北  星 45 8.2 38 7.1 △15.6 43.8

春  光 7 1.3 5 0.9 △28.6 12.5

神  居 28 5.1 29 5.4 3.6 △ 6.3

永  山 124 22.5 120 22.4 △ 3.2 25.0

東旭川 91 16.5 92 17.2 1.1 △ 6.3

神  楽 28 5.1 26 4.9 △ 7.1 12.5

西神楽 21 3.8 19 3.5 △ 9.5 12.5

東鷹栖 28 5.1 31 5.8 10.7 △18.8

 
 
 

表４ 従業者規模別事業所数 

      

単位：事業

所

従業者規模 平成 14 年(2002 年) 平成 15 年(2003 年) 増減率 寄与率 

（７区分） 実数 構成比(%) 実数 構成比(%) （％） （％） 

総     数 552 100.0 536 100.0 △ 2.9 100.0

4～9 人 254 46.0 259 48.3 2.0 △31.3

10～19 人 151 27.4 141 26.3 △ 6.6 62.5

20～29 人 69 12.5 67 12.5 △ 2.9 12.5

30～49 人 38 6.9 33 6.2 △13.2 31.3

50～99 人 28 5.1 23 4.3 △17.9 31.3

100～299 人 9 1.6 8 1.5 △11.1 6.3

300 人 以上 3 0.5 5 0.9 66.7 △12.5

（再掲）      

4～29 人 474 85.9 467 87.1 △ 1.5 43.8

30 人 以上 78 14.1 69 12.9 △11.5 56.3
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